
No 36 公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金

25年 7月 1日

1法人の名称 公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金
2所管部局

室  課

晨林水産部
水産振興課

3設立の根拠法
一般社団漱人及び一般財団法人に関する法律及び公
益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

4代表者

釜 名騰・

代表理事
大井 誠治

5設立年月日
(公益法人 一般法人

への移行年月日 統合
等があつた場合 その
年月日 相手団体の名
称等)

平成3年 10月 1日

(平成24年 4月 1日 公益財団法人ヘ

移行)

6事務所
の所在地

T 020-0023

盛岡市内丸16番 1号

7電話番号 019-626-3063

8資 (藤)本金等 510.000,000      円
の
等聟資

う
出 250,000,000円 49 0%

9設 立の趣旨

漁業生産を担う漁業者の確保及び育成を図るため、漁業を志向する青年等の就業促進及び青少年等の漁
業に対する理解の向上や青年等就業の漁業に対する理解の向上や青年等漁業者の漁業経営及び漁家生活等
の改善向上を図るための自主的活動に対して支援を行い もつて本県漁業 漁村の健全な発展に寄与す
る。 (定款第 3条 )

10事業内容

本法人は、次の事業を行う。 (定款第4条 )

(1)漁業担い手の確保に関する支援事業

(2)新規漁業就業者等の育成に関する支援事業

(3)青年等漁業者の経営等の改善向上に関する組織活動支援事業

(4)地区における漁業担い手対策を総合的に推進するための協議会活動支援事業
(5)その他この法人の目的をま成するために必要な事業

11常勤職員の状況
2名合 計 うち県派遣 0名 うち県OB  1   1名

職員の平均年収  1      1,738千 円 (平均年齢545才)× 24年度実績

12常勤役員の状況
0名合 計 うち県派遣 0名 うち県OB  1   0名

役 目の平 均 年 収 千 円 (平均 年 齢    才 )× 24年度実績

単位 :千円

項   目 22年度 23年度 24年度

長期貸付金残高 0 0 0

短期貸付金実結 (運転資金 ) 0 0 0

短期 管 付 合 菫饉

`彗

輩 督金 う 0 0 0

損失補償 (残高 ) 0 0 0

補助金 (運営費) 0 0 0

補助金 (事業費 ) 0 0 0

委託料 (指定管理料を除く) 0 0 0

指定管理料 0 0 0

その他 0 0 0

(単位 :千 円

貸借対熙表 22年度 23年度 24年度

流動資産 6.346 12,327 16.958

固定資産 520,075 510 075 533 676

資産合計 526 421 522 402 550 633

流動自借 64 104 5 367

固定負債 0 0 0

負債合計 64 104 5,367

正味財産合計 526,357 522.298 545,266

負債 正味財産合計 526,421 522,402 550 633



正味財産増滅計算書 22年度 23年慶 24年度

経常収益 12 059 9160 15,753

経常費用 12 350 31,695 20. 386

(う ち事業費) 8,403 29,116 17410
(う ち管理費) 3,947 2,579 2, 976

当期経常増減額 ▲ 291 ▲ 22 535 ▲ 4 638

経常外収益 0 18 477 4 000

経常外着用 Ю 0 0

当期一般正味財産増減額 ▲ ▲ 4058 ▲ 633

当期指定正味財産増減額 Ю 0 23.600

正味財産期末残高 526, 357 522,298 545,266

財整 指 標 22年度 23年鷹 24年度
傾 向

●4/23年度 )
計算式

自己資本比率 (%) 100C 090 ↓ ・正味財産/総資産×100

流動比率 〈%) 98502 118724 3160 ↓
=流動資産合計/流動負債合
計×100

有利子負慣上し率 (%, 00 =有利子負債/総資産×100

管理資比率 0 157 146 ↑ ・ 管理費/経常費用 ×100

人件費上し率 〈%) ↑ ‐人件費/経常費用 ×100

独立採算度 〈%) 976 872 ↑
・ (経常収益+経常外収益―補助金収入 I運 営

贅帯助l)/(経 常費用+経常外贅月)× 1∞

総資本経常利益率 〈%) ▲ 01 ▲ 43 ▲ 08 ↑
=当剛経冨壻減級/止味財庄動

末残高 ×100

‖ 統括部署 (総務部)の総合評価

【改革工程表に基づく改革の進捗状況等について】
当法人は 平成20年度までは類型 1に分類し、中期経営計画策定対象法人として運営評価を行つてきた

ところですが、県出資比率が50%未満であつて、繰越欠損金が発生していないこと、県からの運営費補助、
転資金としての短期貸付を受けていないこと、県職員派遣、県職員の代表者就任のいずれも行つていな

いことから、類型 2法人として簡易版による経営状況の把握を行うこととしたものです。

平成24年度決算においては、当期一般正味財産は633千円減少しています。これは東日本大震災津波の復
旧支援により経常費用が増加したことによるものですが、正味財産期末残高は545,266千 円となっており、
当面の間は経営上の支障は認められません。


